
４．今年度中に準備すべきこと 

（１）事業継続に必要な財産額を算出するため 
  のデータの整理（過去の施設・設備整備） 

 

（２）決算に向けた正しい会計処理 
 

（３）社会福祉充実残額の試算 
 

（４）法人の中（長）期計画、施設建物・設備等  
  の維持・更新に係る計画とそれに即した 
  財務計画等の整備 
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（１）事業継続に必要な財産額(再生産費用) 
   を算出するためのデータ 

施設建物の  ※サービス区分ごと 

① 建設年 

② 当初建築費 

– 資金調達割合 
• 補助金 

• 借入金（借入期間） 

• 自己資金（寄附金／利益）   

③ 減価償却期間 

④ 延べ床面積 

⑤ 再投資（大規模修繕、増改築）がある場合 

    ・ 上記の①～③が必要。（変動がある場合は④も。） 
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ⅰ）法人ごとに設定している 

 「ＩＤ（会員番号）」と「パスワード」を入力 

ⅱ）「ログイン」 
 ボタンをクリック 

ＩＤ・パスワードが分からない場合は、
「都道府県」と「法人名」を情報公開サ
ポートデスクまでご連絡ください。 
  Ｅメール：koukai@keieikyo.gr.jp 
  電 話 : 03-3581-7897・7819 

○経営協ＨＰの会員法人情報公開ページから、試算ツールをダウンロード 

（３）社会福祉充実残額の試算 
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・
・
・ 

試算結果を登録されても、 
ホームページ上には公開されません。 
また、登録いただいた試算結果を、法
人が特定される形で使用することもあ
りません。 

試算ツール・入力マニュアルが、
それぞれダウンロードできます。 
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